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1．会社概要
　芝園開発株式会社は、駐車場事業、駐輪場事業、総
合自転車対策業務（自治体から受託）などを行う
サービス業です。1998年に日本で初めて「無人機械
式個別管理時間貸駐輪場システム」を開発し、ビジ
ネスモデル化に成功しました。

2．デジタルシフト・DX の取り組み
　きっかけは2006年、同社の稼ぎ頭であった駐車
場事業が、ガソリン価格の高騰や過当競争等により
不採算化していました。荒れるビジネス環境の中、
施設ごとの収支状況を正しくとらえようと、会計シ
ステムを導入しましたが失敗に終わり、当時の経理
部の社員が全員辞める事態に陥るなど、社内の雰囲
気が悪く士気も下がっていました。
　宮本社長と改革の中心を担う市川常務は危機を
乗り越えるため、ITを活用して会社を立て直すこと
を決意しました。まず、社員が簡単に使える会計シ
ステムを導入しました。コストと時間はかかりまし
たが、社内のデータが見える化されたことで、コス
ト以上の効果を感じられ、徐々に社員も使いこなせ
るようになりました。会計システム導入の成功を機
に、同社はIT活用をさらに加速し、「攻めのIT活用」
に舵を切りました。
　「攻めのIT活用」として取り組んだのが、放置自転
車対策システムの開発です。経営危機を脱しつつ
あった2010年頃から、官公需事業にも力を入れ始
めましたが、自治体から受託する当時の放置自転車
対策業務はアナログの人海戦術で、デジタルカメラ
で現場の写真を撮っていたものの、放置自転車の位
置情報を記した地図や撮影データの保存等は手作
業で管理しており、いつ・どこで自転車が放置され
ていたのかを漏れなく把握することが難しい状況
でした。
　そこで、IT技術者を直接雇用して、2015年からシ
ステム部門を設置。同年にシステム会社とともに放
置自転車対策システムの開発を開始し、わずか6か
月で放置自転車対策システム「Capture」が誕生。放
置自転車の発見から返還・処分まで、全てをシステ
ム上に記録することでデジタル化しました。放置自
転車を1台1台個体管理できるようにしたほか、放
置自転車を発見した時間・場所、現場写真、現場ス
タッフや放置自転車撤去用車両の現在地までGPS
機能で、全スタッフがリアルタイムで共有できま
す。加えて、タブレット端末や本部の管理システム

で、撤去した自転車、現場スタッフが警告したが撤
去まで至らなかった自転車等、それぞれ色で表示さ
れるので、常に現場スタッフの配置等を見直すこと
ができるようにしました。リリース後も、日々現場
から寄せられる不具合や使いにくい点等を改善し
ていき、効果的・効率的に業務を遂行することがで
きています。
　さらに、現場スタッフからの「タブレット端末は
重たく、持ち運びに不便」といった声に応えるため、
2016年から耐久性の高い業務用スマートフォンに
変更。また、音声入力機能を取り入れて文字を入力
する手間を省き、カメラ機能を開けば画面に表示さ
れるガイドに従うだけで撮影できる、“誰でも使い
やすい”仕様に改良しました。

3．デジタルシフト・DX の効果
　現場スタッフの作業を簡単かつ分かりやすくな
るよう工夫したので、現場作業初日に先輩スタッフ
と一緒に業務を一通り行えば、誰でも一人で作業を
行えるようになりました。さらに、高齢スタッフが
スマートフォンを使いこなせるようになると、その
家族からも喜ばれるそうです。また、不明点や不便
な点を本部に共有してもらうことで、システムのさ
らなる改善にもつながっています。
　このシステムが評価され、官公需事業の引き合い
が増え、売上も増加、事業規模も拡大しています。官
公需事業が売上に占める割合は、システム導入直後
2016年の22%から2023年は69%、官公需事業の
売上高は約4.7倍に増加しました。

4．今後の展望
　社内でシステムに備えたい機能や運用イメージ
を共有して、言語化できるIT人材がいたおかげで、
スムーズに開発を進められています。本年5月には
システム部門を独立・法人化させて、ソフトウェア
開発・外販事業に一層注力します。宮本社長は「今後
はシステムをパッケージ化して、外販していきた
い」と語ります。
　宮本社長は「IT活用は目的ではなくあくまで手段
にすぎませんが、会社が強くなるためには必要なこ
とです」といいます。顧客のニーズ・ビジネスチャン
スがあったのでデジタルシフトに挑戦した結果、他
社に引けを取らない事業へと成長できました。「私
たちは『もっとこうしたい』を実現するために、今後
もIT活用を加速させます」と話します。

芝園開発株式会社

事例

1．会社概要
　株式会社昭芝製作所は、エアバッグケース、シー
トフレームなどの自動車部品の製造、金型の設計・
製造を中心に手掛ける製造業です。

2．デジタルシフト・DXの取り組み
　同社は、1980年代から工場のロボット化などに
取り組み、IT化は以前から進めていましたが、自動
車部品業界で激化する価格競争、加速する人手不足
などを背景に、さらなるデジタルシフト・DXに取り
組むべく、「DX推進プロジェクト」を2021年1月か
ら社長をトップとする12人体制で発足し、同社の
全社的なDX推進を本格的にスタートしました。
　同プロジェクトの最終目標はDXですが、まず、
「デジタイゼーション」「デジタライゼーション」に
取り組みます。まずは、バックオフィス業務のデジ
タイゼーションとして、業務の自動化と業務アプリ
の自社開発を行います。業務の自動化では、無料の
RPA（PCの自動操作）ツール「マクロマン」を活用
し、EDIシステムから受注情報を取得、自社の基幹シ
ステムに取り込み、必要な処理を自動で行い、1日累
計2時間程度かけて行っていた作業を無人化しまし
た。また、社内イントラネットシステムとして導入
している「desknet's」の機能「AppSuite」を活用、特
徴であるノーコードを生かし、社内申請フォームや
稟議システムを自社制作しました。今まで手書きで
行ってきた申請・稟議をシステム化することで、申
請者・承認者の利便性が向上するとともに、データ
を横断検索することができるため集計作業が大幅
に効率化しました。また、先述のプロジェクトメン
バーが各部署で「マクロマン」や「AppSuite」を使っ
て業務効率化に取り組んでいるとのことです。
　さらに、DXプロジェクトの一環として、製造現場
のデジタライゼーションにも取り組みます。生産工
程において、今まで生産指示カードとして紙で出力
し、作業者や作業時間、進捗をオペレーターが記入、
基幹システムに入力していたものを、各生産ライン
にタブレット端末を置き、情報を直接システムに入
力できる体制を整えました。これによって、リアル
タイムで生産実績の把握ができるようになり、ライ
ンごとの作業時間も表示され、標準タイムに対する

遅速をリアルタイムで一覧化できるようになりま
した。各ラインの負荷状況も色で見える化できるよ
うになり、作業者の割り振りもしやすくなりまし
た。加えて、画像認識による良品判定システムを自
社で開発、パーツの有無判定、刻印の有無判別など、
製造工程でのミスがないかを市販のウェブカメラ
と自社で制作したソフトウェアを使って判別して
います。また、RFID（電波を使ってICタグのデータ
を非接触で読み書きする仕組み）を活用した金型管
理を行っており、非接触で瞬時にラックの中の金型
の有無を把握することができ、在庫管理・棚卸の大
幅な効率化に寄与しています。
　デジタルシフト・DXにあたっては、従前から情報
システム部門として設置していた「IT戦略室」の体
制を1名から3名体制に強化し、同室長の阿部 洋人
氏が主に旗振り役となって進めてきました。阿部氏
は、同社のDXを次のように語ります。「当社では、シ
ステムをできるだけ自社で開発し、コストを掛けな
いことを意識しています。また、外部研修や社内講
習会等の実施により、従業員（システムの使い手）の
育成も積極的に取り組んでいます」

3．効果と今後の展望
　デジタルシフト・DXを進めてきた効果として、従
業員の業務負担が確実に減っており、例えば、売上・
仕入の集計作業を行う担当は従来4人で行っていた
ものがシステム化により1人でできるようになった
といいます。
　現在では、中期経営計画でも柱の1つ目にDX推進
を位置付けている同社ですが、今後の展望として、
システム標準化とあわせて海外工場での展開、海外
工場で旗振り役となるコア人材の育成、サイバーセ
キュリティ対策の強化をしたいといいます。
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宮本社長 スマートフォンで作業を行う現場スタッフ
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